
播磨町



129 Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

1.自治体の概要

33,604（人）<令和
2年10月/国勢調査＞

人口福祉保険部健康福祉課担当部局名播磨町自治体名

庁内全ての部局（企画課、危機管理課、総務課、税務課、債権管理
課、協働推進課、産業環境課、住民課、保険課、健康福祉課、こども
課、都市計画課、営繕課、土木課、上下水道課、教育委員会教育総
務課、教育委員会地域学校教育課、議会事務局、会計室）

庁内連携部局
（メンバー）

こども課、保険課、協働推進課
（まちづくりアドバイザー）

庁内連携部局
（メイン）

自治体
内連携

孤独･孤立の情報共有をするとともに、連携して施策を実施す
る

連携内容アウトリーチ型相談支援体制構築の検
討、孤独･孤立対策の具体的施策を
立案実施

連携内容

2.形成をめざす地方版連携PFの姿

 PF立ち上げの事前準備として、PF参画団体を募るととも
に、PF参画候補団体へ孤独･孤立問題についての学ぶ
機会を設ける

 全庁で連携した孤独･孤立対策に向けた、庁内連携作り

今年度の
ゴール

実現したい状態

※構築する仕組み／支
援対象の住民を取り
巻く環境

 総合相談窓口の設置
 自殺防止対策PFの立ち上げと運営
 高齢者、子ども、障がい者等の各福祉部門につい
ての支援計画を策定

従前の取り組み

※重層の取り組み、
外部組織連携、地
域コミュニティ形成
等

 社会的孤立をはじめとして、生きる上での困難・生きづら
さのあるすべての町民を支援できる体制

最終的な
ゴール

3.地方版連携PFの外部連携体制

兵庫県精神保健福祉センター、兵庫県中央こども家庭センター、加古川健康福祉事務
所、加古川公共職業安定所、加古川警察署、加古川消防本部、加古川医師会、播
磨町教育委員会、播磨町社会福祉協議会、播磨町民生委員児童委員協議会、播磨
町地域包括支援センター、播磨町地域自立支援協議会、播磨町自治会連合会、播磨
町商工会、労働基準監督署、播磨町内の賛同企業、町内の支援団体、文化・スポーツ
団体、町内の居場所、訪問看護連絡会、精神科病院、播磨町成年後見センター

参画メンバー
（予定）

地方版連携PF

自殺防止対策PF参画団体。また、居場所づくり等孤独･孤立への支援を意欲的に行う
活動団体を新たに選出・打診。新規選出にあたっては、庁内の部課⾧級へのアンケート調
査により、各部署から提案してもらった。

選出・打診
時
の工夫

支援の対象となる者の生活実態等に応じて、支援に関係する機関及び団体、支援に関
係する職務に従事する者、その他担当部⾧が必要と認める者

参画メンバー地域協議会

協議会は、必要な時に必要な支援者が集えるように、参画メンバーの固定はしていないが、
主に保健師、基幹相談支援センター、社会福祉協議会、地域包括支援センター等が協
議会の中心となる。

選出・打診
時
の工夫

4.PF連携による価値や工夫_考え方

 福祉以外の分野の団体も多数参画している自殺
防止対策PFの目的に孤独･孤立対策を加えて改
称することで、既存のコミュニティを生かしつつ、よりア
クティブに活動を行う場として、孤独･孤立対策PF
を立ち上げる。

 PFでは、町からのインプットや協力依頼だけでなく、
参画メンバーの課題感やニーズを適宜調査すること
で、双方向に連携しながら孤独･孤立対策を実施
する。

【 A. 取り組みの全体像】
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

立ち上げ年度
令和6年度

立ち上げ年度
令和7年度
（予定）
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生きづらさを抱える人

５．連携PFのイメージ図

【 B.連携PFイメージ】
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

播磨町孤独・孤立対策官民連携
つながりPF

兵庫県精神保健福祉センター

加古川健康福祉事務所

兵庫県中央こども家庭センター

播磨町自治会連合会

加古川医師会

播磨町社会福祉協議会

播磨町民生委員児童委員協議会

播磨町商工会

労働基準監督署加古川公共職業安定所

加古川消防本部 加古川警察署

播磨町地域包括支援センター【
試
行
的
事
業
２
】
住
民
向
け
広
報

【試行的事業３】精神科病院との連携

【試行的事業４・５】PF立ち上げ事前研修
【試行的事業７】シンポジウムと支援者向け研修の開催

播磨町教育委員会

精神科病院退院者子ども 障がいのある人 高齢者 自殺を考える人 ひきこもり・生活困窮者

町内の居場所

近隣精神科病院

【試行的事業６】中学３年生に対する「社会保障を学ぶ授業」

播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会

総合相談窓口（ワンストップ窓口） 地区担当保健師

播磨町
（誰ひとり取り残されない個別支援体制）

【
試
行
的
事
業
８
】
居
場
所
マ
ッ
プ
作
成

支
援

連携

播磨町孤独・孤立対策推進委員会

町内の支援団体・企業

【試行的事業１】地域協議会の設置

【試行的事業９】既存支援体制の可視化

相
談

連携

高齢者の支援会議 ひきこもり・生活困窮者の
支援会議

精神科病院退院者
の支援会議 その他各種支援会議

各種個別支援会議

連携

町民

精神保健福祉推進
連絡協議会

自殺対策連絡協議会
地域包括支援センター運営協議会

地域自立支援協議会

要保護児童対策地域協議会

訪問看護連絡会

まちづくりアドバイザー

連携

支援 相談

播磨町成年後見センター

連携

子どもの支援会議 障がいのある人の
支援会議

文化・スポーツ団体
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【C.試行的事業】_一覧
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

 生きづらさを感じるすべての町民を支援できる体制を構築する。
 当事者支援と予防の観点から町民への周知啓発を行う。

試行的事業の
ポイント・工夫

発注先（予算）実施時期目的／期待効果・KPI事業内容事業名称

なし ９月1日付• 孤独･孤立に関する具体的ケースについて構成機関等と連携し、切れ
目のない支援を提供すること。

• 播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会（地域協議会）を設置
し、孤独･孤立問題の具体的ケースについて議論を行った。

地域協議会の
設置1  第１回地域協議会を開催し、ケースの検討を

行った。
 精神科病院と保健師が連携して退院者への

訪問支援を実施した。

成果検証結果

作成:ニュー★ハ
リマ（約14万）
配送:加古郡広
域シルバー人材セ
ンター（約1万）

 10月17日
（木）納品

• 孤独･孤立問題の現状と、それに向けて町が取り組もうとしていることを
町民に広く周知すること。• 孤独･孤立問題やそれに対する町の取組、相談窓口について、チラ

シ及び町HPにて町民に向けて広報した。住民向け広報2
 町内12,978世帯に全戸配布を行った。
 チラシを見て相談窓口に訪れるケースがあった。

成果検証結果

なし 10月～• 精神科病院退院者を町で受け入れる体制を構築し、退院後の孤
独･孤立を予防すること。• 近隣４つの精神科病院と担当保健師等との情報連携体制を構築

し、精神科病院退院者を町で受け入れる体制を作った。
精神科病院と
の連携3

 第１回協議会を受けて、精神科病院と保健
師が連携して退院者への訪問支援を実施した。

成果検証結果

大西参与（謝金
約５万＋交通
費）

 庁内研修
11月18日（月）
 フィードバック会
12月16日（月）

• 庁内及び関係機関の孤独･孤立問題についての理解を深め、孤独･
孤立対策への連携体制を築くこと。

• 孤独･孤立問題に対する町の方向性を庁内関連部署間で共有する
こと。• 庁内部⾧級・課⾧級及び主要な関係機関に対し、孤独・孤立問

題の概要及び町の今後の取組について周知し、庁内が一体となっ
て取り組む体制を作った。

• 事前研修後には、研修講師である大西参与と播磨町⾧、播磨町
福祉保険部、播磨町社会福祉協議会、播磨町で孤独孤立対策
に取り組む民間企業とで意見交換会を実施し、今後の取組や連
携について確認した。

• 後日、本研修のフィードバック会を実施し、大西参与と主担当部署、
関心の強い庁内課⾧補佐級以上の職員とで、PFと各課との関わり
方や具体的な取組について対話した。

PF立ち上げ事
前研修（部
課⾧級向け）

４

 事前研修には町⾧、副町⾧を含む総勢64名
が、フィードバック会には孤独･孤立対策に強く
関心を持った24名の課⾧補佐級以上の職員
が出席した。

 アンケートによると、本研修を受け、半数以上
の部課⾧級が、PFを自身の部署で活用できる
と感じた。

 本研修に出席した別部署の課⾧の発案で、
庁内職員に対して孤独･孤立対策を呼び掛け
る庁内放送が実施されたり、本研修のフィード
バック会や若手職員向け研修（試行的事業
⑨）が実現した。

成果検証結果
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【C.試行的事業】_一覧
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

 生きづらさを感じるすべての町民を支援できる体制を構築する。
 当事者支援と予防の観点から町民への周知啓発を行う。

試行的事業の
ポイント・工夫

発注先（予算）実施時期目的／期待効果・KPI事業内容事業名称
大西参与（謝金
約８万円＋交通
費）

 ３月４日（火）、
３月５日（水）

• 庁内全体の孤独･孤立問題についての理解を深め、孤独･孤立対策
への連携体制を築くこと。

• 孤独･孤立問題に対する町の方向性を庁内関連部署間で共有する
こと。来年度以降の孤独･孤立対策部会を主に担っていく全庁の若手・中堅

職員に対し、孤独・孤立問題の概要及び町の今後の取組について周
知した。

PF立ち上げ事
前研修（若
手・中堅職員
向け）

5
 全庁の若手・中堅職員67名が出席した。
 出席者からは、孤独･孤立問題が福祉分野だ
けでなく自分の担当課でも取り組めることや、
当事者意識を持ったこと等の感想があがった。

成果検証結果

横山様（約6万
＋交通費）

 ３月７日（金）• 大人になって困ってからではなく、子どものうちに社会の仕組みを学ぶこ
とで、将来的な孤独･孤立を予防すること。

• 町内の中学校２校の中学３年生に対して、孤独･孤立にならない
ため、さらには孤独･孤立した際に頼るための社会の仕組みについて
授業した。

中学３年生に
対する「社会
保障を学ぶ授
業」

6

 播磨町の中学３年生305人が出席した。
 出席した生徒が、授業内容を親に伝え、後日
親子で総合相談窓口に就労相談に来所した。

 授業の感想では、社会保障について学べて有
難かった、困ったら一人で抱え込まずに相談し
ようと思った等の声が上がる等、孤独･孤立の
予防や援助希求力向上につながった。

 中学校⾧から、次年度以降も授業を継続して
ほしいとの要望を受けた。

成果検証結果

神戸新聞事業社
（約149万）

 １月18日
（土）

• 既存の自殺防止対策PF参画団体及び孤独･孤立の支援者に対し、
孤独･孤立支援について学ぶ機会を作り、より効果的な支援を実現す
ること。

• 孤独･孤立対策PFへ参画してもらうこと。
• 孤独･孤立対策PFの前身である自殺防止対策PF参画団体及び
今後孤独･孤立対策PFに参画してもらいたい団体等に対してシン
ポジウムを開催した。

• 孤独･孤立問題とその支援に関する基調講演と、播磨町⾧や播磨
町ふるさとPR大使、民生委員児童委員、播磨町で孤独･孤立対
策に取り組む民間企業や支援団体によるパネルディスカッションを
行った。

• 来場できなかった支援者や住民にも孤独・孤立対策とその支援につ
いて周知啓発をするため、町公式YouTube配信を行った。

支援者向けシ
ンポジウム開
催

7

 123名が来場した。
 来場者の91％が孤独･孤立問題とその支援
への理解が深まったと回答した。

 アンケートによると、来場者の69％がPFへの参
画に関心を示した。

 アンケートから、PFで取り扱ってほしいテーマの
ニーズが明らかになり、今後のPF立ち上げ計画
に反映していく。

 今回のシンポジウム及び交流会を受けて、支
援者同士でつながりができたという声があがった

成果検証結果
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【C.試行的事業】_一覧
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

８.孤独・孤立対策を公表した際の反響

• 包括連携協定を締結している民間企業から、共に孤独・孤立対策に取組んでいけたらという意思表
示をいただいた。

７.次年度以降に向けた事業等の案
※PDCAサイクルに照らして次年度以降に取り組んでいく事業イメージ（あれば）を例挙

• 孤独・孤立対策の周知啓発を継続する。
• PFのあり方について、試行的事業の全庁への事前研修や支援者向けシンポジウムでの意見
を踏まえ、播磨町に合ったかたちで、令和7年度にPFを立ち上げる。

• 各年度のテーマ（課題）を設定し、PFの集いを毎年１回実施する。
• 試行的事業を評価した上で、中学３年生に対する授業を毎年実施する。
• 社会福祉協議会と連携をしながら、町内の居場所の増加を図る。
• 地域の団体等からの情報をもとに、支援が必要な対象者に対し保健師等がアウトリーチを行
い、必要な人は居場所等へつなぐ。

6．本年度に取り組む試行的事業の概要

 生きづらさを感じるすべての町民を支援できる体制を構築する。
 当事者支援と予防の観点から町民への周知啓発を行う。

試行的事業の
ポイント・工夫

発注先（予算）実施時期目的／期待効果・KPI事業内容事業名称
動画・冊子作成:
Roof（約187
万）
配送:加古郡広
域シルバー人材セ
ンター（約１万）

 動画:12月27
日（金）納品

 マップ:２月18
日（火）納品

• 孤独･孤立を予防し、かつ孤独･孤立した人を支える場でもある「居場
所」について町民に広く周知すること。

• 町民の居場所を増やすこと。
• 町民の居場所となる居場所のマップを作成して町民へ配布するとと
もに、既存の居場所を紹介する⾧尺動画と播磨町の窓口やつなが
りのあたたかさを端的に伝える短尺動画を作成して町公式
YouTube、公共施設等で配信した。

居場所マップ・
動画の作成8

 マップは全戸配布や公的機関、居場所にて計
14,550枚配布した。

 既存の居場所からは、引きこもりになっていた
方等がマップを見たことをきっかけに通ってくれる
ようになった等、居場所に足を運ぶ人が増えた
と報告された。

 令和7年4月より、新たに居場所が１つ開設さ
れることとなった

成果検証結果

なし ７～12月• 既存の支援体制を過不足なく孤独･孤立対策に巻き込み、新規体
制も立ち上げ、漏れなく支援できる体制を築くこと。

• 支援体制（相談・会議体）のあり方を整理、課題を抽出し、孤
独・孤立対策PFの体制を検討した。

支援体制の可
視化9

 既存の支援体制として５個の会議体を孤独･
孤立対策として組み込んだ。

 既存の支援体制から零れ落ちるケースを受け
止める会議体として、地域協議会を立ち上げ
た。

成果検証結果
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概
要

【C.試行的事業一覧】_１.地域協議会の設置
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会（地域協議会）を令和6年
9月1日付で設置し、孤独･孤立問題の具体的ケースについて議論を
行った。

• 子どもや生活困窮者等の個別支援会議から零れ落ちるもの等、適切
な個別支援会議がないケースも取りこぼすことなく支援をすること。

工
夫
点

結
果

• 町民から相談窓口が分かりやすいよう、一括で「総合相談窓口」が相
談を受け付けたうえで各担当者につなぐ体制とした。

• 各ケースの認識をすり合わせられるよう、アセスメントシートを作成した。

• 第１回地域協議会を開催し、ケースの検討を行った。
• 第１回地域協議会を受けて、精神科病院と保健師が連携して退院
者への訪問支援を実施した。

播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会 開催概要

 １２月２７日（金） 第１回播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会
開催
出席者:明石土山病院 地域連携室、播磨町社会福祉協議会、播

磨町社会福祉協議会（ホームヘルパーステーション）、就労継
続支援事業所もりぃぶ、相談支援事業所ライズアップ、播磨町
健康福祉課、播磨町 基幹相談支援センター、播磨町 総合
相談窓口

内容:本協議会の趣旨の認識共有、精神科病院退院者の具体的な
ケースについて検討、今後の支援方針決定
検討にあたっては、アセスメントシートにより、支援対象者がどのよう
に社会と関わっているのか等を洗い出した。

 １月１７日（金） 支援対象者と支援者の顔合わせ
内容:本人の思いを把握

 ２月７日（金） 支援対象者自宅への訪問支援
内容:困りごと等のヒアリング（今後も経過観察を行う予定）

アセスメントシート（一部抜粋）

☞工夫ポイント
アセスメントシートでは、経済状況や住環境等だけでなく、よく立ち寄る店舗や関わる人物等、その人と地
域との関係を可視化した。
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概
要

【C.試行的事業一覧】_２.住民向け広報
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•孤独･孤立問題やそれに対する町の取組、相談窓口について、チラシ及
び町HPにて町民に向けて広報した。

• 孤独･孤立は誰でもなり得る身近な問題であると町民に知ってもらうこと。
• 孤独･孤立を予防し、対策するために町として取り組んでいることや相談
窓口が用意されていることを町民に知ってもらうこと。

工
夫
点

結
果

• 確実に町民に届くよう、広報誌と一緒に全戸配布を行ったほか、広報
誌が送付されない町民にも届くようHPにも掲載した。

• 町内12,978世帯に全戸配布を行った。
• 福祉会館や公民館、図書館等の公共施設やイベントでも配布した。
• チラシを見て相談窓口に訪れるケースがある等、支援につながった。

チラシとそのポイント

☞読み手にとって分かりや
すいことを最優先し、窓口
はあえて総合相談窓口の
１つのみを掲載した。

☞明るい未来に向けたイ
メージとなるよう、パステルカ
ラー等の明るく柔らかいデザ
インとした。

☞支援のあたたかさや、切
れ目のない支援であること
が視覚的に分かりやすいよ
う、手をつないだイラストや
写真を掲載した。

☞不登校や若者のひきこも
り・自殺を予防したいという
思いから、若者向けのデザ
インにした。
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概
要

【C.試行的事業一覧】_３.精神科病院との連携
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•近隣４つの精神科病院と担当保健師等との情報連携体制を構築し、
精神科病院退院者を町で受け入れる体制を作った。

• 精神科病院の退院者を町で受け入れる体制を構築することで、退院
後に孤独･孤立を抱えることなく、安心して生活を送れるようにすること。

工
夫
点

結
果

• 精神科病院からの理解を得るために、精神科病院の院⾧及び加古川
健康福祉事務所が出席する別協議会にて頭出しをしたうえで、実際に
健康福祉事務所や病院を訪問して説明を行った。

• 第１回播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会を受けて、精神科病
院と保健師が連携して退院者への訪問支援を実施した。

連携状況

 ８月７日（水） 自殺対策連絡協議会・精神保健福祉推進連絡協議会開催
近隣精神科病院の院⾧のうち１名及び加古川健康福祉事務所が本協議会の委員であったため、協議会時に本連携体制について頭出しを行い、
事前に理解いただいた。

 １０月１８日（金） 加古川健康福祉事務所、あかし保健所を訪問
加古川健康福祉事務所は以前から精神科病院退院者の地域移行に取り組んでいるため、今後は必要に応じて播磨町と情報連携し、ともに精神科
病院退院者の地域移行に向けた支援体制を整えることについて同意を得た。

 １１月１日（金）、１１月１１日（月）、１１月１５日（金） 近隣４つの精神科病院を訪問
支援が必要なケースについて、播磨町と連携していくことの同意を得る。

 １２月２７日（金） 第１回播磨町孤独･孤立対策個別支援協議会開催
本協議会の趣旨の認識共有、精神科病院退院者の具体的なケースについて検討、今後の支援方針決定
検討にあたっては、アセスメントシートにより、支援対象者がどのように社会と関わっているのかの社会関係図を作成した。

 １月１７日（金） 支援対象者と支援者の顔合わせ
本人の思いを把握

 ２月７日（金） 支援対象者自宅への訪問支援
困りごと等のヒアリング（今後も経過観察を行う予定）

☞工夫ポイント
 対面にて事前に頭出しをしておくことで、その後の連携がスムーズに進んだ。
 連携を依頼する際は、病院へ足を運んで直接依頼した。

連携経緯

播磨町の福祉政策のテーマである「誰ひとり取り残されないまち」の実現にあたり、支援の輪から零れ落ちる可能性があるケースとして、令和5年度から精神科
病院退院者が注目されていた。ほぼ同時期に保健師によるアウトリーチ型支援も推進していたため、精神科病院と保健師とが連携して退院者の受け入れ態
勢を整えるような連携ができないか検討を行った。
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概
要

【C.試行的事業一覧】_４.PF立ち上げ事前研修（部課⾧級向け）
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•庁内部⾧級・課⾧級及び主要な関係機関に対し、孤独・孤立問題の
概要及び町の今後の取組について周知し、庁内が一体となって取り組む
体制を作った。

• 庁内全課に孤独･孤立対策への当事者意識を持ってもらい、町全体
で取り組む連携体制を構築すること。

工
夫
点

結
果

• 全庁の職員に当事者意識を持ってもらうために、町⾧にも出席してもら
い、町全体で取組んでいく必要があることを話していただいた。

• 事前研修には町⾧、副町⾧を含む64名が出席した。
• 本研修に出席した他部署の課⾧の発案で、庁内職員に対して孤独･
孤立対策を呼び掛ける庁内放送が実施される等の取組が生まれた。

その後フィードバック会事前研修

【講師】認定NPO法人自立生活サポートセンター・もやい
理事⾧ 大西連さん
【出席者】64名（町⾧、副町⾧、全庁の部課⾧級職員、
社会福祉協議会、地域包括支援センター、成年後見セン
ター、兵庫ヤクルト販売株式会等）
【受講者アンケート】
56％の受講者が、所属部署で孤独･孤立対策PFを活用で
きると見込んだ。また、PFに巻き込める団体として、スポーツや
文化関係の団体等の名前があがった。

【アドバイザー】認定NPO法人自立生活サポートセンター・も
やい 理事⾧ 大西連さん
【出席者】24名（孤独･孤立対策に強く関心を持った課⾧
補佐級以上の職員）
【内容】PFのあり方や、各部署とPFがどう関われるのか、各部
署でできる孤独･孤立対策について対話した。

• 研修を受けた他部署の
課⾧の提案により、孤
独･孤立対策への協力
を求める庁内放送が２
週間にわたり放送された。

• 研修を受けた他部署の
課⾧の提案により、試行
的事業５「PF立ち上げ
事前研修（若手・中堅
職員向け）」が実施さ
れた。

• 職員研修において、孤
独･孤立対策について職
員に広く呼びかけられた。

• 他部署の男女共同参
画推進事業において、
孤独･孤立対策のPR動
画放映や啓発チラシ配
布が行われた。

☞工夫ポイント
 出席者からの反響を受けて、当初予定していなかったフィード
バック会や若手職員向け研修を開催する等、出席者の意向を
反映して柔軟に拡充を行った。

Q.所属部署にてPFを活用できる見込みの有無
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概
要

【C.試行的事業一覧】_５.PF立ち上げ事前研修（若手・中堅職員向け）
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•来年度以降の孤独･孤立対策部会を主に担っていく全庁の若手・中堅
職員に対し、孤独・孤立問題の概要及び町の今後の取組について周知
した。

• 庁内全体の孤独･孤立問題への理解を深め、孤独･孤立対策への連
携体制を築くこと。

• 町としての孤独･孤立対策の方向性を全庁で共有すること。

工
夫
点

結
果

• 福祉分野に限った問題ではなく、全庁として取り組む問題であることを
周知するため、総務課と担当部署の連名で全庁研修として案内しても
らった。

• 全庁の若手・中堅職員67名が出席した。
• 出席者からは、孤独･孤立問題が福祉分野だけでなく自分の担当課で
も取り組めることや、当事者意識を持ったこと等の感想があがった。

研修概要

【講師】
認定NPO法人自立生活サポートセ
ンター・もやい 理事⾧ 大西連さん
【出席者】
67名
※全３回に分けて全庁の若手・中堅
職員に対して実施
【コンテンツ】
・講師による孤独･孤立問題に関する
講義
・各部署でできそうな孤独･孤立対策
について話し合うグループワーク

☞工夫ポイント
 孤独･孤立問題を自分事として捉え、依頼を待たずとも自主的に取り組んでもら
えるよう、自分の部署でどのような孤独･孤立対策ができるのかを検討してもらった。

 自分の業務について考えるだけでなく、外からの視点・発想を活かした孤独･孤立
対策を検討するために、グループワークは、様々な部署の職員が混合となるようにグ
ループ分けをし、グループメンバーの部署でどのような孤独･孤立対策ができそうか、
他部署のメンバーから提案を行った。

アンケート・感想

Q.研修の感想（一部抜粋）

 孤独･孤立問題を福祉的な問題として捉えるだけでなく、大
きなプロジェクトとして、連携・協働しながら支援、対策を講じ
ていくことが重要であると感じました

 自分に関係ない、他部署のことと思うのではなく、一人の人とし
て、行政職員として、自分のことと捉えることが大事と学びまし
た

 自分だけだと思いつかなかった自分の担当課でできる案が、
他課の人からたくさん出てきて面白かったです

Q.孤独･孤立問題とその支援についての理解は深まったか

N=66
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概
要

【C.試行的事業一覧】_６.中学３年生に対する「社会保障を学ぶ授業」
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•町内の中学校２校の中学３年生に対して、孤独･孤立にならないため、
さらには孤独･孤立した際に頼るための社会の仕組みについて授業した。

• 大人になって実際に孤独･孤立してからではなく、子どものうちに社会の
仕組みを学ぶことで、将来的な孤独･孤立を予防すること。

• 万一孤独･孤立した際の援助希求力を高めること。

工
夫
点

結
果

• 教育委員会の理解を得るとともに、内容や運営の打合せに出席しても
らう等、連携しながらすすめた。

• 欠席の生徒に対応するため、町公式YouTubeチャンネルで配信をする。

• 播磨町の中学３年生305人が出席した。
• 授業の感想では、社会保障について学べて有難かった、困ったら一人で
抱え込まずに相談しようと思った等の声が上がった。

授業概要 アンケート・感想

【日程】３月７日（金）
【講師】
NPO法人 Social Change Agency 代表理事 横山北斗さん
【対象者】
町内２つの中学校の中学３年生

【コンテンツ】
様々なトラブルが起きたときに活用できる社会保障制度や相談窓口

☞工夫ポイント
 これからの様々な人生のピンチに備えることができるよう、義務教育を終えてこれか
ら社会に出ていく中学３年生の、卒業前の時期に授業を行った。

☞工夫ポイント
 教育委員会に直接趣旨を説
明して賛同いただいたうえで、
先方から提案いただく形で企画
した。学校とのやりとりも教育委
員会に行ってもらったり、打ち合
わせにも同席してもらったりと積
極的に巻き込み、当事者意識
をもって取り組んでもらった。

Q.民生委員・児童委員について周知できた割合

Q.授業の感想

 自分が大変な状況にある時に、しっかりと助けてくれる制度があ
るのはすごいなと思ったし、自分がもし大変な状況に陥ってし
まったときに自分に合った制度を使いたいなと思いました

 今回の授業を受ける機会がないと制度を知らなかったから、と
てもありがたいなと思いました

 知識がないと損したり困るのは自分なので、しっかり知識をつけて、
困ったときは相談していこうと思いました

 ピンチになったときは一人で悩まず、役場や社会福祉協議会、
総合相談窓口などに相談しようと思いました

139
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概
要

【C.試行的事業一覧】_７.支援者向けシンポジウム開催
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•孤独･孤立対策PFの前身である自殺防止対策PF参画団体及び今後
新規で参画してもらいたい団体等に対してシンポジウムを開催した。

• 孤独･孤立支援について改めて学ぶ機会を作り、より効果的な支援を
実現すること。

• より多くの支援団体がPFに参画すること。

工
夫
点

結
果

• PFへのニーズを調査した。
• 来場者からの提案を受けて交流会を開催する等、柔軟に拡充を行った。

• 123名が来場した。
• アンケート調査から、防災や居場所づくり等のテーマを取り扱ってほしいと
いうニーズが明らかになった。

シンポジウム開催概要

【講師】認定NPO法人自立生活サポートセンター・もやい 理事
⾧ 大西連さん
【パネリスト】
兵庫ヤクルト販売株式会社代表取締役社⾧ 阿部恭大さん、
播磨町民生委員・児童委員協議会副会⾧ 衣笠誠一郎さん、
まちの居場所はりまぁる代表 市川佳代さん、播磨町「ふるさと
PR大使」岡部祐希さん、播磨町⾧ 佐伯謙作さん

【コンテンツ】
基調講演、ふるさとPR大使による民謡演奏、パネルディスカッ
ション、登壇者と来場者の交流会

アンケート

Q.孤独･孤立問題と支援絵の理解度

Q.孤独･孤立対策PFへの参画意欲

☞工夫ポイント
 福祉に偏らずに孤独･孤立問題を議論できるよう、播
磨町⾧やふるさとPR大使にも登壇いただいた。

 幅広い視点から対談できるよう、登壇者の年齢やジェ
ンダーに偏りがないようにした。

☞工夫ポイント
 町全体で取り組んでいくことをアピールし、場内の一体
感を感じられるよう、ふるさとPR大使による地元民謡の
演奏を取り入れた。

 支援団体からの意見を取り入れて、登壇者と来場者
の交流会を開催した。



141 Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

概
要

【C.試行的事業一覧】_８.居場所マップ・動画の作成
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•町民の居場所となる「居場所」のマップを作成して町民へ配布するととも
に、既存の居場所を紹介する⾧尺動画と播磨町の窓口やつながりのあ
たたかさを端的に伝える短尺動画を作成して配信した。

• 孤独･孤立を予防し、かつ孤独･孤立した人を支える場でもある「居場
所」について町民に広く周知すること。

• 「居場所」へ気軽に訪れることができるようにすること。

工
夫
点

結
果

• マップ、動画ともに、居場所の活気やあたかさを伝え、町民に親近感を
もってもらえるように工夫した。

• 全戸配布とHP掲載で全町民に届くようにした。

• マップは全戸配布や公的機関、居場所にて計14,550枚配布した。
• 既存の居場所からは、引きこもりになっていた方等がマップを見たことを
きっかけに通ってくれるようになった等、足を運ぶ人が増えたと報告された。

マップ（一部抜粋） 動画（一部切り抜き）

☞工夫ポイント
 居場所の活気やあたたかさが伝わるよう、居場所の雰囲気が伝わる写
真や運営者の想いを掲載した。

☞工夫ポイント
 居場所の活気やあたたかさが伝わるよう、居場所の様子やインタビュー
を掲載した。

 老若男女誰でも訪れることができることを伝えるため、子ども、若者、高
齢者それぞれのインタビューを掲載した。

 明るいイメージとなるBGMを採用した。
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概
要

【C.試行的事業一覧】_９.支援体制の可視化
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

ね
ら
い

•既存の支援体制（相談・会議体）のあり方を整理、課題を抽出し、孤
独・孤立対策PFの体制を検討した。

• 既存の支援体制を過不足なく孤独･孤立対策に巻き込むこと。
• 既存の支援体制では支援しきれなかった部分に新規の支援体制を立
ち上げることで、漏れなく支援できる体制を構築すること。

工
夫
点

結
果

• PFのイメージ図は同心円状とし、町民に近いほど支援団体が多く、裾
野が広がるイメージとした。

• 既存の５個 の会議体を孤独･孤立対策として組み込んだ。
• 既存の支援体制から零れ落ちるケースを受け止める会議体として、地
域協議会を立ち上げた。

☞PFのイメージ図は同心
円状とし、コアメンバーで
ある孤独･孤立対策推進
委員会が中心となるよう
にした。

☞より町民から近い場所
で支援を行う団体ほど町
民に近い配置となるように
した。

☞町民の属性と
個別支援会議が
対応していることが
分かるように色分
けした。

☞個別支援会議
の隙間から零れ落
ちるケースを受け
止める体制として、
個別支援協議会
（地域協議会）
があることが分かる
ように配置した。
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【D.PF構築プロセスにおける留意点】
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

(ア)

初期段階

(イ)

準備段階

(ウ)

設立段階

(エ)

自走段階

 孤独･孤立は福祉分野だけの問題ではないため、全庁一体となって取り組む
ものとした

⑤ 関係団体のリストアップ・初期メンバーへの声掛け 【R6年度10月~】

 全庁に孤独･孤立問題についての研修を実施した際に、PFに入ってほしい団
体を調査し、各部署のコネクションや知見を活かしたリストアップを行った庁

外
庁
内

既存の自殺防止対策PFの目的に孤独･孤立対策を加えて拡充すること
で、孤独･孤立対策官民連携PFを立ち上げることとした

関係のある複数課が主担当となり、かつその統括を担当課共通の部⾧が
担ったことで、関係部署が自分事として捉えつつ、連携もスムーズに進んだ

意見はできる限り実現する方向で調整を実施したことで、様々なアイデア
が集まりやすくなった

④‐２連携PFの企画・設計【R6年度7月~】

 地域福祉計画策定時にアンケート調査
を実施し、実態やニーズの把握をした

③ 地域の現状把握【R3年度・4年度】

 特定の分野に限定せず、「誰ひとり取
り残されないまち」をテーマとした

④‐1取組テーマ決定【R6年度7月】

 内閣府職員による資料や講演会等のYouTubeを活用して、孤独･孤立問
題への理解を深めた

②担当者の初動 【R6年度7月~】

 保健師が所属しており、かつアウトリーチ型相談支援体制のあり方検討会議
の担当課である３課を主担当部署とした

① 主担当部署・主担当者の設定 【R6年度7月】

 参画団体の手間を省き、かつ主体性を尊重するため、新規参画にあたって申込等の手続きを簡
略化する

⑨ PFの拡大・活性化

 複数分野に跨ったケース等、個別協議会から零れ落
ちるケースの受け皿として位置付け、「誰ひとり取り残
されないまち」を実現する

⑧ 地域協議会の設置 【R6年度9月1日】

 孤独･孤立問題とそれに対する町の取組を周知するチラシを配布した

 町内にある居場所により訪問しやすくなるよう、マップを作成して配布するととも
に、様子を紹介する動画を作成して様々な媒体・場所で流した

⑥ 域内住民・団体への情報発信 【R6年度10月~】

 PFではインプットとアウトプットの双方を行いつつ、PFであげられた提案を担当
部署につないで実現させることを検討している

⑦ 連携PFの運営

役割分担
連携
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【E.ブレイクスルー要因】 既存組織の活用と顔の見える関係構築で、幅広い分野と連携
成果報告書_各自治体取組概要｜播磨町

 まずは既存の会議体の洗い出しを行い、形骸化している自
殺防止対策PFの枠組みが活用できる可能性を見出した

 教育委員会と孤独･孤立対策に向けて連携したい旨を相
談して趣旨に賛同していただき、教育委員会から取組案を
提案をしてもらった

 精神科病院院⾧が出席する協議会にて連携依頼の頭出
しを行った後、直接病院を訪問して連携を依頼した

アクション／ブレイクスルー要因

 自殺防止対策PFを拡充することで、既存の連携体制を活
用

 町内の中学校2校の中学3年生への授業開催
 精神科病院と連携した支援の実施

その後の変化

 PFを新規で立ち上げるにあたって、何から始めればよいか、
どう立ち上げればよいか分からなかった

 「誰ひとり取り残されないまち」をめざし、「予防」として子ども
の教育や、「対策」として精神科病院退院者への支援等が
必要と考えたが、連携ハードルが高かった

取り組み課題

令和6年4月 令和6年6月～令和7年2月 令和7年3月


